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茨城県内
5日	 	茨城県「茨城県職員子育て応援・女性活躍推進

プラン」に基づく取組の実施状況（教育委員会、
警察を除く全部局対象）によれば、2021年度に
おける男性職員の育児休業取得率は59.4％と前年
に比べ＋15.0ポイントの上昇、管理職に占める女
性割合（課長級以上、22年4月発令）は11.6％と
同＋1.2ポイントの上昇

13日	 	茨城県によれば、2021年度県内フィルムコミッ
ション（FC）のロケ支援作品数は544作品（前年
比＋58％）、経済波及効果推計額は約3億円（同
＋131％）。県にFC推進室を設置しロケ誘致・支
援活動を本格的に開始した2002年10月からの累
計支援作品数は7,911作品

15日	 	茨城県によれば、県内の高齢者人口（65歳以上、
2022年9月19日現在推計）は85.3万人、総人口に
占める割合は30.6％といずれも過去最高を更新

16日	 	政府は、2023年5月に広島市で開催の主要7か国
首脳会議（G7サミット）に伴う14の関係閣僚会
合のうち、「内務・安全担当大臣会合」を水戸市
で開催することを公表

16日	 	茨城県は、市町村の産業用地開発の迅速化を支
援する「未来産業基盤強化プロジェクト」の第2
次対象地区に、古河市「東山田・谷貝地区」と
下妻市「古沢・袋畑地区」を選定、部局横断的
な体制で支援を行うことで造成事業着手までの
期間短縮をめざす

16日	 	茨城県によれば、2021年度の茨城県農林水産物
及び工業製品の輸出実績（県事業等を通じて関
与・支援した事業者への聞き取り調査、水産物
のみ暦年で集計）は、185.0億円と前年に比べ	
＋80.2％の増加

20日	 	国土交通省「都道府県地価調査」（2022年7月1日
現在）によれば、茨城県住宅地の平均変動率は
前年に比べ±0.0％と30年連続の下落から横ば
い、商業地は同＋0.3％と31年振りの上昇、工業
地は同＋0.8％と7年連続上昇（全国は住宅地：	
＋0.1％、商業地：＋0.5％、工業地：＋1.7％）

30日	 	茨城県によれば、県内44市町村の2021年度普通
会計決算額は、歳入が1兆4,234億円と前年に比べ
▲12.9％の減少、歳出は1兆3,371億円と同▲14.7％
の減少、20年度に実施された特別定額給付金事業
終了に伴い、歳入・歳出ともに前年度から減少

国内・国外
1日	 	財務省「法人企業統計調査」によれば、2022年	

4～6月期の全産業（除く金融、保険業）売上高
は前年同期に比べ＋7.2％の増加、経常利益は同
＋17.6％の増加（過去最高水準）、設備投資は同
＋4.6％の増加

5日	 	財務省によれば、2023年度一般会計予算概算要
求総額は110兆484億円と22年度概算要求に比べ
▲1.4%の減少、9年連続で100兆円超

8日	 	欧州中央銀行（ECB）理事会は、政策金利を1.25％、
中央銀行預金金利を0.75％に各々75ベーシスポ
イント引き上げを決定

9日	 	厚生労働省によれば、2022年の民間主要企業の
夏季一時金妥結額は、加重平均で83万2,340円、
前年に比べ＋7.59％と4年振りに増加

16日	 	厚生労働省によれば、2021年度の概算医療費は
44.2兆円と前年度に比べ＋4.6％の増加

16日	 	厚生労働省によれば、2021年の出生数は81万
1,622人と前年に比べ▲2万9,213人の減少、自然
増減数は▲62万8,234人と同▲9万6,314人の減少

18日	 	総務省によれば、わが国の高齢者人口（65歳以上、
2022年9月15日現在推計）は3,627万人と前年同
期に比べ＋6万人の増加、総人口に占める割合は
29.1％と同＋0.3ポイントの上昇

20日	 	日本銀行「資金循環統計」（速報）によれば、家
計保有の金融資産残高（2022年6月末）は2,007
兆円と前年同期に比べ＋1.3％の増加、うち現金・
預金が同＋2.8％の増加、株式等が同▲3.3％の減少

20～	 米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラル
　21日	 	ファンド（FF）金利の誘導目標を3.00～3.25％へ

75ベーシスポイント引き上げを決定

22日	 	日本銀行は、「長短金利操作付き量的・質的金融
緩和」の継続、新型コロナ対応金融支援特別オ
ペの延長（中小企業向けの制度融資分は2022年
12月末まで、プロパー融資分は23年3月末まで延
長）等を決定

28日	 	国税庁によれば、2021年の給与所得者の平均給
与は443万円と前年に比べ＋2.4％の増加、うち
正規社員は508万円（同＋2.6％）、非正規社員は
198万円（同＋12.1％）

30日	 	内閣府は、9月の月例経済報告で、わが国の景気は、
「緩やかに持ち直している」と判断を据え置き
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圏域別の平均変動率（用途別）

9月20日に国土交通省が公表した2022年7月1日時点
の都道府県地価調査結果をみますと、住宅地・商業地・
工業地のいずれの用途においても地価が全国平均で前年
から上昇しました。
まず、住宅地は前年比＋0.1％（前年▲0.5％）と、バブ
ル期である1991年以来、31年振りに上昇しました。テ
レワークなどの新型コロナウイルス流行下での生活様式
の変化によって、都市近郊に住宅を購入する動きが強
まったことで住宅地の地価が上昇しました。とくに、交
通利便性に加え、住居の広さなど住空間を重視する動き
がみられました。
地価が上昇した都道府県は14と前年の7から増加して
おり、地価の回復が地方に拡大しています。また、都市
部の高価格マンションについても、資産価値の高さから
高所得層を中心に引き続き人気があります。
次に、商業地も同＋0.5％（▲0.5％）と3年振りに上昇
しました。コロナ禍の感染防止対策に伴う外出自粛や観
光需要の低迷によって繁華街などの商業地の地価下落が
続いていましたが、行動制限等が解除されていく中で地
価が回復しました。
とくに、前年に地価が下落した大阪圏でプラスに転じ
ました（▲0.6％→＋1.5％）。また、東京圏は同＋2.0％と
プラス幅が拡大しています。
ただし、東京圏のオフィス街では、テレワークの普及
やコスト縮小のため企業でオフィスを解約・縮小する動
きが続いていることが地価回復の重石となっています。

また、インバウンド需要が大きかった地域ではいまだに
地価が下落しており、今後の地価の動向はインバウンド
がどれくらい回復していくかに左右されます。
そして、工業地は同＋1.7％（＋0.8％）と5年連続で上
昇しプラス幅も拡大しています。インターネット通販の
利用拡大や景気回復を背景に、高速道路のインターチェ
ンジ周辺等の交通利便性に優れた地域での物流施設建設
や工場の立地・拡張等、工業地に対する需要が強く、地
価が上昇しました。
なお、地方圏では、引き続き地方中枢4市（札幌市・仙
台市・広島市・福岡市）で再開発事業を背景に地価の上
昇が続いています。また、その他の地方も、県庁所在地
などの中心部で地価が回復傾向にあります。
この間、茨城県は、住宅地で前年比横ばい（前年▲0.5％）、
商業地で同＋0.3％（▲0.2％）といずれも31年振りに地
価の下落が解消しました。とくに、つくばエクスプレス
沿線地域では、交通利便性や住環境の良さから住宅地・
商業地ともに土地の需要が強く、地価を押し上げました。
また、工業地も同＋0.8％（＋0.3％）と7年連続で上昇
しています。首都圏に近く、価格が割安なインターチェ
ンジ近郊の工業地域の需要が強い傾向にあります。
ただし、地価が上昇している市町村は県南・県西地域
が多く、県内においても地域によって格差がみられる結
果となっています。

（主任研究員　山田　浩司）

前年比、％

用途
地域

住宅地 商業地 工業地
2020 年 2021 年 2022 年 2020 年 2021 年 2022 年 2020 年 2021 年 2022 年

全国 ▲ 0.7 ▲ 0.5 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.5 0.5 0.2 0.8 1.7
　三大都市圏 ▲ 0.3 0.0 1.0 0.7 0.1 1.9 1.2 1.9 3.3
　　東京圏 ▲ 0.2 0.1 1.2 1.0 0.1 2.0 1.7 2.3 3.7
　　大阪圏 ▲ 0.4 ▲ 0.3 0.4 1.2 ▲ 0.6 1.5 1.2 1.7 3.3
　　名古屋圏 ▲ 0.7 0.3 1.6 ▲ 1.1 1.0 2.3 ▲ 0.6 1.2 2.1
　地方圏 ▲ 0.9 ▲ 0.7 ▲ 0.2 ▲ 0.6 ▲ 0.7 ▲ 0.1 ▲ 0.1 0.4 1.1
　　地方 4 市 3.6 4.2 6.6 6.1 4.6 6.9 5.3 7.4 10.3
　　その他地方 ▲ 1.0 ▲ 0.8 ▲ 0.5 ▲ 1.0 ▲ 1.0 ▲ 0.5 ▲ 0.2 0.3 1.0
　　　茨城県 ▲ 0.7 ▲ 0.5 0.0 ▲ 0.7 ▲ 0.2 0.3 0.3 0.3 0.8
　　　栃木県 ▲ 1.3 ▲ 0.9 ▲ 0.7 ▲ 1.5 ▲ 1.0 ▲ 0.8 ▲ 0.4 0.0 0.6
　　　群馬県 ▲ 1.2 ▲ 1.2 ▲ 1.1 ▲ 0.9 ▲ 0.9 ▲ 0.8 ▲ 0.2 0.1 0.7
　注：地方4市：札幌市、仙台市、広島市、福岡市。
　出所：国土交通省「令和4年都道府県地価調査」
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